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１．はじめに 
 
この論文では、中央政府と地方政府からなる多階層システムについての空間経済学的な説明
を行うことがねらいである。経済地理学分野の中心地理論の行政原理（Christaller［1933］）
の概念を拡張し、かつ空間経済学的な検討を加えているだけでなく、中央政府と地方政府の業
務の分担関係および地方政府の合併についても議論することが可能となっている。つまり、将
来の政府システムのあるべき姿を議論できる。 
Christaller［1933］は、中央政府および地方政府の行政エリアの階層的関係について、行政
原理（k＝7system）を用いて説明している。 各階層のある地方政府の行政区域に対して、1
つ下の階層の地方政府の行政地域は 7 つあり、各行政地域の中心に、合計 7 つの地方政府が立
地している。日本においては、行政地域の数は、国レベルは 1（＝70）、地方レベルは 7（＝71）、
都道府県レベルは 49（＝72）、広域都市圏レベルは 323（＝73）、市町村レベルは 2401（＝74）
といわれている。中央政府および地方政府が存在するのは、実際のところ、国、都道府県、市
町村のみであり、地方レベルでは国の出先機関、広域都市圏レベルでは都道府県の出先機関が
存在する。広い意味でこの法則はある程度成り立っている。ただ、政府の再編を考えるときに
は、この数字自体も可変的にする必要がある。Christaller の中心地理論は、市場原理（k＝3 
system）と交通原理（k＝5 system）もあり、この k の値は組織係数と呼ばれている。これは、
ある階層のテリトリーに対して、1 つ下の階層のテリトリーがいくつ含まれるかを示したもの
である。Parr［1978］は、階層ごとの組織係数の値が異なる場合でも安定的なケースを導出し
ており、これは一般化階層モデルとして知られるが、内生的に k を決定するものではない。
Christaller および Lösch によってはじまる伝統的な中心地理論のフレームワークが、階層構造
や都市の立地パターンへの深い洞察力を提供しているとはいえ、 経済学的な説明が十分とはい
えない（Wang［1999］）。そのなかで、Mulligan［1984］は、消費者の購買行動と中心地理論
に考慮した経済モデルを構築しており、Wang［1999］は農村地域を含めた新しい中心地シス
テムのモデル化を行っている。市場原理に対するいくつかの数学的な定式化がおこなわれてい
るが、行政原理に対して、経済学的な検討を行っている場合はほとんどない。Ogawa［1999］
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は、中央政府と地方政府間の政府の権限配分について議論している。 ここでは、地方政府と中
央政府の権限配分についての議論を財政面から議論しており、中央集権型国家と分権型国家に
ついて考察している。しかし、このモデルは、2 種類の政府サービスと財政面からしか考察し
ておらず、空間面について捨象している。さらに 1 中央政府と 1 地方政府からなる簡単な政府
システムである。Tirole［1994］は政府の内部組織について定式化を行ったが、Ogawa モデル
と同様、空間については考慮していない。 
この論文では、伝統的な中心地理論の行政原理を背景に、経済学的な検討を行うことが目標
である。その結果として、道州制や市町村合併、さらに中央政府と地方政府の権限の配分問題
などを議論できるモデルを提案する。田北［2005a］［2005b］は、中央政府と地方政府からな
る 2 階層モデルの説明を行ったが、今回のモデルは、いくつかの簡単な仮定をおき、多階層政
府システムへと拡張している。 
 
 
２．モデル 
 
本研究では、線形国家における中央政府と多段階の地方政府の立地および行政規模を説明す
るための空間経済モデルを構築する。個々の中央政府および地方政府は 1 次元空間に立地し、
人口は国土に対して分散している。各政府が政府サービスを提供するとき、交通および通信等
の空間費用と個々の政府の規模の経済性とはトレードオフ関係にある。経済地理学分野の中心
地理論の行政原理を適用することによって、政府の階層システムの定式化だけでなく、地方政
府の合併や分割について明らかにできる。 
 
２.１ 仮定 
 
今回扱う空間経済モデルでは以下のような仮定を行なう。 
1．国土と人口分布 
人々は東西方向にのびた線形国家に住んでいる。 政府サービスの水準はすべて同じであり、
産業集積についても職住近接が進んでいる。 国土の均衡ある発展が実現されているため、人口
密度は国内すべてで均一である。また、国境は固定であり、当該国と他国間の人口移動はない。 
2．政府システムと階層構造 
政府システムは、1 つの中央政府と複数の地方政府からなる階層構造を有している。ある階
層レベルにある行政地域に対して、次の階層の行政地域は一定の数で分割されたものとする。
これは、最下層にある最も基礎的な自治体の行政区域まで繰り返し適用される。各政府は、そ
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れぞれの行政地域の中心に立地する。 
3．政府サービスの種類と需要・供給の関係 
政府サービスは、国全体に対して、中央または地方政府により供給される。国家的公共サー
ビスは中央政府によって供給され、地方公共サービスは、第 2 階層から最下層までの地方政府
によって供給される。人々はすべて、中央政府からの国家的公共サービスと地方政府からの地
方公共サービスについて、同一水準の供給をうける。同一レベルにある地方政府の供給につい
てスピールオーバーはない。 
4．中央政府と地方政府の規模の経済性 
中央および地方政府は規模の経済を得ることができる。個々の政府の運営費用は、庁舎費用
等の固定費と労働費用等の変動費からなる。固定費は変動費よりも大幅に多い。 
5．中央政府と地方政府の業務とコミュニケーション 
中央政府も地方政府も、国または地方行政地域を治めるために、行政地域の情報を手に入れ
る。政府オフィスと行政地域の空間的隔たりを解消するために、交通および通信（インターネ
ットも含む）を使用する。これは空間費用としてかかる。 
6．中央政府と地方政府の行動 
中央政府は、国家的な公共サービスを供給するための政府活動を行い、地方政府は、地方公
共サービスを供給するための政府活動を行う。中央政府と地方政府は財政支出の最小化を目指
すものとする。 
 
２.２ 国土のかたちと政府の階層システム：中心地理論の行政原理 
 
本節では、多段階の中央・地方政府システムについて議論する。ここでは、線形国家におけ
る国土を定義し、図 1 のような人口分布を仮定する。線形国家では 1 次元空間を考える。この 
国の境界は、      である。国土の面積は ℓ（長さℓ、幅 1，ℓ ≫ 1）であり、人口は 
である。この国は中央政府と複数の地方政府からなる。これらの政府は、全体として、政 
府サービスを、中央政府と地方政府によって分担している。 
最も高いレベルにある中央政府は国土の中心のχ＝0 に立地する。第 2 レベルの政府は、国
を k 分割された行政地域の中心に位置する。この k の値を分割数と定義する。具体的な立地点 
は、                        であり、行政境界は、 
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図１． ある線形国家における人口分布 
 
である。同様にして、第３階層レベル、第４階層レベル 
を計算できる。そこで、第 i レベルの地方政府の立地点は、 
             であり、行政境界は、 
     である。 
 
中央政府と地方政府の階層構造については、図 2 のような包含的階層構造と排他的階層構造
の 2 種類がある。これを議論するためには、分割数 k による階層構造の違いについて議論する
必要がある。これを示したのが図 2 である。もし k が奇数（k＝l,3,…）であれば、包含的構造
となり、もし k が偶数（k＝2,4,…）であれば、排他的構造となる。 
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（1）包含的階層構造 k＝1,3,5,7,…： 
（例） H33 システム（k＝3 と s＝3） 
 
 
 
 
 
 
ゼ ゼ 
 
（2）排他的階層構造 k＝2,4,6,8,…： 
（例） H43 システム（k＝4 と s＝3） 
 
 
 
 
 
 
 
図 2． 線形国家における行政原理：中央政府と地方政府の立地点と行政地域 
 
本論文では、政府システムの階層構造を表示するために、政府の行政規模 g、階層構造を示
す分割数 k、階層数 s を使用する。 ただし、階層数 s は今回のモデルでは外生変数として取り
扱う。 
 
2．3 政府からの距離と行政地域 
 
線形国家の国土の長さはℓであり、幅は 1（ℓ ≫ 1）である。政府オフィスからの行政地域ま
での平均距離は以下のように計算できる。 
（1） 
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  は第 i レベルの政府オフィスから行政地域までの平均距離を示している。第 1 レベルから
第 s レベルまで（i＝1,2,3,4,…,s）の政府オフィスから行政地域までの平均距離は、 
      で示される。各政府オフィスから行政地域までの距離は、 
図 3 のように示される。平均距離は、グラフより下の部分を積分して国土の長さで除したもの 
である。この場合は、分割数は 3 であり、各レベルの政府からの平均距離は、      と
なる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3．各レベルの政府からの国土の各地点までの距離（k＝３と s＝３のとき） 
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2．4  政府システムの総費用 
 
本節では、政府の総費用として、空間費用（交通・通信費等）と政府の運営費用を議論する。
政府の階層システムを表現する分割数 k から、距離あたり空間費用（交通および通信費）は以
下のようになる。 
（2） 
 
政府が階層数 s のとき、空間費用は，式（2）より以下のようになる。 
（3） 
政府サービスの生産費用 C2 は 
（4） 
のように示される。中央および地方政府サービスにおいて著しい規模の経済が発生している。
式（4）では、政府の固定費 a と限界費用 b を考慮している。また、N(k;s)は政府の総数を示し
ている。 
（5） 
 
2．5  最適な中央・地方政府システム 
 
ここでは、中央政府と地方政府間の権限配分を考慮して政府システムの支出最小化問題を定
式化する。総費用については、式（3）の総空間費用 Cl と運営費用 C2 の和である。 
（6） 
 
 
このとき、政府業務の中央と地方間の業務の分担関係を示す以下のような制約条件 
式を考える。 
（7） 
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ここ式は、政府の総数 N(k,s)＝1+k+･･･+ks-1 と 1 政府あたりの業務規模 g の積が常に一定とな
ることを示している。 
制約条件式（7）を総費用関数（6）に代入すると、総費用関数は以下のようになる。 
（8） 
次に、関数（8）について、1 階の条件式は 
（9） 
 
となり、政府の最適規模 g*を求めることができる。 
（10） 
式（10）より、以下のような結果が導き出される。 
（11） 
これらの結果について、表 1（a）に整理する。中央政府および地方政府の行政改革により、政
府サービスを減らすとき G↓（∆G＜0）、中央政府および地方政府はよりスリム化される g*↓（∆g*
＜0）。しかし政府の階層数を減らすとき s↓（∆s＜0）は、中央政府および地方政府はより大き
くなる g*↑（∆g*＞0）。また、固定費用の減少 a↓（∆a＜0）はより小さな政府サイズ g*↓（∆g*
＜0）を可能とするが、空間費用の減少 w↓（∆w＜0）はより政府機能の集積 g*↑（∆g*＜0）へ
向かう。限界費用の増減 b↑↓は政府サイズに影響を及ぼさない g*(±0）。 
式（7）および（10）から、最適な政府数は、 
（12） 
となる。式（12）から以下のような結果が導き出される。 
（13） 
これらの結果は表１（b）に整理する。中央および地方政府の構造改革により、政府サービス
を減らすとき G↓（∆G＜0）、そして総階層数 s↓（∆s＜0）を減らすとき、総政府数は減少する
N*↓（∆N*＜0）。固定費の減少 a↓（∆a＜0）は政府数の増加 N*↑（∆N*＞0）へ向かい、空間費用
の減少 w↓（∆w＜0）は政府数の減少 N*↓（∆N*＜0）へ向かう。限界費用の増減 b↑↓は政府数に
影響を与えない N*(±0）。 
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式（5）と式（12）から、分割数 k*は求めることができるが陽表的に求めることはいくつか
のケースを除いて難しい。 
（14） 
たとえば、S＝2 と S＝3 のケースでは以下のようになる。 
1）S＝2 のとき、N＝1+k（式（5））から、 
（15） 
 
2）S＝3 のとき、N＝1+k+k2（式（6））から 
（16） 
となる。ここで、式（5）より、    と式（13）の結果より、 
（17） 
となる。これらの結果は、表 1（c）に整理する。 
政府の行政改革により、政府サービス量を減らすとき G↓（∆G＜0）、または階層数を減らす
とき s↓（∆s＜0）、分割数は減少する k*↓（∆k*＜0）。固定費が減少するとき a↓（∆a＜0）は、分
割数は増加する k*↑（∆k*＞0）が、空間費用が減少するとき w↓（∆w＜0）、分割数は減少する
k*↓（∆k*＜0）。限界費用の増減 b↑↓には、影響を受けない k*(±0）。 
 
これまでの比較静学の結果から、中央集権国家に向かうのがよいのか、それとも地方分権に
向かうのがいいのかを考察することができる。そこで、新たに、中央政府サービス比率と地方
政府サービス比率の 2 つの指標を定義する。 
（18） 
（19） 
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これについて、以下のように整理することができる。 
（20） 
（21） 
これらの結果をまとめたのが、表 1（d）および（e）である。 
政府の構造改革によって、政府サービスの量が減少したとき G↓（∆G＜0）も、階層数が減少
するとき s↓（∆s＜0）も、中央政府サービス比率が増加する RCGS↑（∆RCGS＞0）。固定費の低
下 a↓（∆a＜0）は中央政府サービス比率の減少をもたらす RCGS↓（∆RCGS＜0）が、空間費用
の低下 w↓（∆w＜0）は逆に増加に向かう RCGS↑（∆RCGS＞0）。限界費用の増減 b↓↑により、サ
ービス比率は変化しない。 
 
表１. 中央政府と地方政府に関する比較静学分析 
 (a)政 府 (b)政府の
 サイズ   総 数
 
ｇ＊   N＊ 
(c)分割数γ 
 
 
k＊ 
(d)中央政府  (e)地方政府 
サービス   サービス 
比率     比率 
RCGS＊     RLGS＊ 
(1)政府サービスの全 
体量 G↓ 
(2)政府の階層数S↓ 
(3)固定費 a↓ 
(4)限界費用 b↓↑ 
(5)距離あたり空間費用
 W↓ 
↑   ↓ 
↑   ↓ 
↓   ↑ 
±0   ±0 
↑   ↓ 
↓ 
↓ 
↑ 
±0 
↓ 
↑       ↓ 
↑       ↓ 
↓       ↑ 
±0      ±0 
↑       ↓ 
 
 
5．おわりに 
 
この論文では、中央政府と地方政府の立地および規模についての単純な空間経済モデルを提
案した。ここでは、中心地理論の行政原理について経済学的な検討をおこなった。ここで得ら
れた結論は以下のとおりである。 
 
（1）政府システムの構造を示す可変的な分割数を導入することによって政府の構造改革を議
論できるモデルを作成した。 
（2）情報通信技術および交通の発達が中央・地方政府システムに与える影響について明らか
にできた。同時に、政府サービスの削減、中央政府と地方政府間の権限の配分問題、地
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方政府の合併について議論した。 
（3）政府サービスの減少により中央政府および地方政府は小さな政府を目指し、地方政府間
の合併を行う。そして中央政府の権限が大きくなり、中央集権国家を目指す。 
（4）階層数が減少するとき、中央政府と地方政府は大きなサイズの政府を期待し、地方政府
は合併する。中央政府の権限が大きくなり、中央集権国家を目指す。 
（5）固定費の低下により、中央政府および地方政府は小さな政府を目指し、地方行政地域を
より分割して地方政府を配置するようになる。中央政府サービス比率は減少し地方分権
国家を目指す。 
（6）空間費用（交通費および通信費）が減少するときは、中央政府および地方政府は政府機
能の集積を目指し地方政府は合併する。中央政府の権限が大きくなり、中央集権国家を
目指す。 
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SPATIAL ECONOMICS OF MULTI-TIER GOVERNMENT HIERARCHY SYSTEM: 
VARIABLE ADMINISTRATIVE PRINCIPLE OF CENTRAL PLACE THEORY 
 
Toshiaki Takita 
(Department of Public Policy and Social Studies, Yamagata University) 
 
This spatial economic model aims to decide the locations and sizes of one central and some 
local governments and the scopes of these administrative districts, and to explore the relation 
to central place theory. Although we knew that Christaller [1933] explained hierarchical 
systems of administration as Verwaltungsprinzip (k=7 system), one principle of central place 
theory, we can first discuss the new model to introduce the endogenous k-value and to explain 
the mergers of cities, towns and villages in the country. This model considers the trade-off 
between the scale economies of the central and local governments and the lower total service 
costs in these individual governments. Second, we make a comparative-static analysis to 
explain the effect of the development of transportation and telecommunication on the 
hierarchical system of government services in the central and local governments using a 
combination of three simple graphs. Finally, we can reach the conclusion that the 
development of transportation and telecommunication leads to the larger size of central and 
local governments and the decrease of the number of governments. By this model, we can 
inevitably explain the mergers of cities, towns and villages, and the enlargement of these 
administrative districts. 
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